
団　体  名 改革の取組状況
16年度
単年度収支・
正味財産増減

16年度
累積損益・基本
金を除く正味財
産額

16年度
借入金残高

左のうち県か
らの借入残高

債務保証・損
失補償の対象
となる借入残
高

１５年度県財
政支出（委託
料・補助金
等）

１６年度県財
政支出（委託
料・補助金
等）

　16-15年度

1
 財)成田空港周辺地域共
生財団

継続                    ― △ 573,750 4,084,202 6,042 6,042 0

2  京葉臨海鉄道㈱
経営
改善

 経営健全化計画の推進

・経常損益（黒字転換）
　Ｈ14　△29,477千円⇒Ｈ15　22,127千円⇒
　Ｈ16　27,688千円

33,098 △ 188,747 2,376,360 100,000 0

3  東葉高速鉄道㈱
経営
改善

 今後も資金収支状況を勘案し繰上償還を実施

・第２次経営改善計画策定（Ｈ16～18）
・繰上げ償還
Ｈ14　30億円、Ｈ15　30億円、Ｈ16　25億円、Ｈ17　30億
円（計１１５億円）
・国等関係機関で組織する「東葉高速経営検討委員会」にお
いて検討
・国に対し経営安定化に向け、新たな資金の投入等支援策を
要望

△ 2,495,140 △ 80,689,934 5,400,000 4,740,000 0

4  いすみ鉄道㈱
別途
検討

 １５年度にいすみ鉄道対策協議会で今後のあり方
を検討

・経営改善計画策定（Ｈ16～20）
・人件費の削減　　Ｈ14　173百万⇒Ｈ20　144百万円（Ｈ
16実績　149百万円）
・車両を1両廃棄し6両体制とした
・「いすみ鉄道再生会議」において検討し、Ｈ１８年度末ま
でに今後の方向性を取りまとめる

△ 4,757 △ 144,584 59,691 40,000 △ 19,691

5  財)県史料研究財団 廃止  県史編纂事業が終了する２０年度末に廃止

　団体廃止に向け、県史編さん事業進捗状況を勘案した人事
配置を実施 6,239 11,512 389,095 326,462 △ 62,633

6
 財)県私立学校教職員退
職金財団

経営
改善

 財政将来計画に基づく対策を推進、統合も検討

・会員負担率引上げ実施
　57/1000→62/1000(H14)→65/1000(H15)
・退職手当資金交付率の改定
　上限50ヶ月（Ｈ17）
・３団体（退職金財団、私学教育振興会、私学会館）統合会
議開催（Ｈ17）

△ 106,202 986,162 510,054 515,899 5,845

7  社)県私学教育振興会
経営
改善

 利用しやすい事業に見直し、統合も検討

　既存事業の見直し、需要の少ない事業は休止し、利子補給
事業のみ実施している。
・３団体（退職金財団、私学教育振興会、私学会館）統合会
議開催（Ｈ17）

181 61,501 0

8  財)県消防協会
経営
改善

 委託事業の見直し

　Ｈ16から中央防災センターを休館、西部防災センターに来
客の集中が見込まれたため、消防協会に運営を全面委託し
た。 4,950 52,403 71,546 70,789 △ 757

9  財)千葉ヘルス財団
経営
改善

 公益団体独自の活動領域があり継続、統合も検討

　統合について検討、結果により今後協議を進める。

△ 4,514 18,686 7,000 6,843 △ 157

10
 財)県地域ぐるみ福祉振
興基金

経営
改善

 助成資金捻出方法の柔軟化（基金の一部取崩し
等）

　基本財産の一部を取り崩し、基本・小域福祉フォーラムの
立ち上げの支援を行う（Ｈ17） △ 2,663 1,057 0

11  財)県福祉ふれあい財団 縮小  宿泊施設、プール施設の廃止

　Ｈ１８．９解散予定
・ゆうゆう館　Ｈ１５末から休止
・横芝海の子供の国　Ｈ１５末廃止 △ 299,536 3,673,830 1,737,503 675,071 1,062,432 1,342,590 1,416,913 74,323

12  財)県老人クラブ連合会
関与
縮小

 県関与の縮小（役員の派遣廃止）

　県ＯＢ役員の派遣廃止（Ｈ15～）

6,533 16,062 30,822 26,521 △ 4,301

13  福)県社会福祉事業団 縮小  公的な関与が必要な事業に特化

・「更生園」利用者100名以上を地域移行と規模縮小（H16・
17）
・「更生園」「養育園」重度障害児者へ特化し、指定管理者
になる
・「畑通勤寮」「畑ホーム」（H17）「ながうらワークホー
ム」（H18）民間移譲

2,186 31,863 3,606,587 3,979,934 373,347

14
 福)県身体障害者福祉事
業団

縮小  公的な関与が必要な事業に特化

・「千葉リハビリテーションセンター」「鶴舞荘」は、重度
障害者等に特化し、指定管理者になる
・「加曽利更生園」「加曽利通所ホーム」は民間移譲（Ｈ
17）

2,412 29,704 4,530,768 2,162,819 △ 2,367,949

15
 財)県生活衛生営業指導
センター

経営
改善

 経費削減、事業の見直し

・事務所経費の削減
　賃借料の減額（Ｈ15～）

△ 4,493 63,139 19,946 18,588 △ 1,358

私学への融資斡旋等

消防思想の普及、防災センター
の管理受託

郷土史の調査研究、県史編纂

退職手当資金の交付

老人クラブ活動の普及・支援

腎バンク等

身体障害者施設の運営受託

理美容飲食店営業等の衛生水準
の維持向上

公　  社　  改　  革　  の　  取　  組　  状　  況

空港周辺地域の騒音対策等

知的障害者施設の運営受託

事 業 内 容 現　改　革　方　針

旅客鉄道（大原～上総中野26.8
㎞）

貨物鉄道（千葉貨物～京葉久保
田23.8㎞）

旅客鉄道（西船橋～東葉勝田台
16.2㎞）

宿泊・健康増進施設の運営

民間の社会福祉活動への助成
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16  財)県動物保護管理協会
経営
改善

 しつけ方教室や賛助会員による収入増

しつけ方教室の有料化（Ｈ16～）

△ 1,362 1,851 15,686 15,686 0

17  財)県環境財団 縮小
 収益的事業を順次縮小（県等の補完的業務を除
く）

・経営改善計画（H15～19）
・収益的事業収入
　Ｈ14　973,294千円⇒Ｈ19 874,000千円（目標）
・単年度収支（黒字転換）
　Ｈ14　△11,741千円⇒Ｈ15　11,815千円⇒
　Ｈ16　19,780千円

19,780 △ 20,024 700,000 513,809 456,298 △ 57,511

18  財)印旛沼環境基金
経営
改善

 事業の有料化や寄付・賛助金による財源確保

・印旛沼白書等刊行物の有料化
・自然観察会等の参加費徴収 610 2,979

19  財)県青少年女性協会 縮小  事業の抜本的な見直し（廃止、新たな役割）

・勤労青少年ホーム管理運営事業廃止（Ｈ14末）
・サン・アビリティーズ千葉管理運営事業受託終了（Ｈ14
末）
・青少年女性会館の宿泊部門廃止（Ｈ15末）
・青年バス運営事業終了（Ｈ16末）

△ 9,562 18,149 406,497 285,052 △ 121,445

20  財)県文化振興財団 縮小  事業の抜本的な見直し（県の役割、経営合理化）

・役職員の削減
　役員　Ｈ15　4名→Ｈ17　2名
　職員　Ｈ15　52名→Ｈ17　47名
・利用料金制度の導入（Ｈ16～）

698 124,956 1,019,017 845,950 △ 173,067

21
 財)ﾆｭｰﾌｨﾙﾊｰﾓﾆｰｵｰｹｽﾄ
ﾗ千葉

関与
縮小

 県民、民間企業、市町村等幅広い支援を得て運営

・市町村、企業等による支援体制の整備
・単年度収支（黒字転換）
　Ｈ15　△4,180千円　→　Ｈ16　1,048千円 1,048 △ 28,898 50,000 102,115 91,461 △ 10,654

22  財)県産業振興センター
関与
縮小

 一部見直し（機械類貸与の新規受付廃止等）

・機械類貸与事業　新規受付廃止済（H15～）
・設備貸与事業に係る不良債権処理
　県が年3,000万～4,000万円程度補填（H14～） 2,739 122,963 6,643,623 4,463,067 1,154,417 1,143,370 △ 11,047

23  県信用保証協会
経営
改善

 経営改善計画の推進

・経営改善計画（Ｈ15～17）
・審査支援システムによる適正保証の推進（Ｈ14～）
・制度保証（セーフティネット保証等）の推進による損失填
補の向上（Ｈ14～）
・回収担当職員の増強（Ｈ15～）
・休日督促の実施による回収強化（Ｈ14～）

△ 444,586 13,121,000 75,806 48,216 △ 27,590

24
 財)かずさﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ｴｰ
研究所

経営
改善

 研究成果の応用・実用化と自主財源の確保

・外部資金の導入
　NEDOプロジェクト（H14～21）、科学研究費
　補助金（H17　　9件）、地域新生コンソーシアム研究
　開発事業受託（H16～17）
・知的財産の活用（H16　特許出願累計　103件）

△ 26,727 84,680 1,847,000 1,660,000 △ 187,000

25
 ㈱かずさアカデミア
パーク

経営
改善

 経営改善計画の推進

・経営改善計画（Ｈ14.11策定・H17.9改定）
・当期利益　H13　△522百万円⇒H18　△373百万円（実績
H16　△544百万円）　改定　H18　△68百万円⇒H21　△26
百万円
・償却前当期利益　Ｈ13　69百万円⇒H18　198百万円（実績
H16　17百万円）　改定　H18　73百万円⇒H21　174百万円

△ 544,355 △ 5,864,413 4,557,125 354,400 635,320 552,063 479,907 △ 72,156

26
 財)ちば国際ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ
ﾋﾞｭｰﾛｰ

経営
改善

 事業の見直し、経営計画の策定、統合も検討

経営計画策定（Ｈ16～18）
　・国際交流部門
　　補助金削減　H15　58百万円⇒　H17　43百万円
　・コンベンション部門
　　補助金削減　H15　105百万円⇒　H17　83百万円
　　支援プログラムの種類　H15　39種⇒　H17　45種

△ 19,010 105,487 43,550 43,550 212,475 197,869 △ 14,606

27  財)観光公社
民営
化

 民営化を視野に検討、利用料金制の導入等

・経営計画策定（Ｈ16～18）
・利用料金制度の導入（Ｈ15～）
・役職員数
　Ｈ14　138名⇒Ｈ17　80名

18,647 101,055 300,000 300,000 391,226 300,347 △ 90,879

28
 財)県勝浦海中公園セン
ター

関与
縮小

 県職員の派遣縮小

県派遣職員（1名）削減（H16～）

△ 8,405 529,343 19,846 18,216 △ 1,630

29
 ㈱幕張メッセ（17.7.1
日本コンベンションセン
ターから社名変更）

関与
縮小

 県委託経費の見直し、県・市派遣職員の削減

・県委託費の削減
　H14　19.5億円⇒H17　16.8億円
・派遣職員の削減
　市派遣1名（H15）、県派遣1名（H16）削減

71,887 837,097 1,039,000 1,820,217 1,726,257 △ 93,960

中小企業・新産業創出の支援

海中展望塔の管理、公園施設の
管理受託

中小企業の信用保証業務

コンベンションの誘致、国際交
流の推進

ホテル経営、県立ホールの管理
受託、ホテル経営

植物及びヒトの遺伝子解析等

演奏会・音楽鑑賞教室の開催

印旛沼及び流域河川の水質浄化
に関する調査研究、啓発

分析事業等の受託、環境再生基
金

管理処分の受託、動物愛護思想
の普及

青少年の健全育成等、県施設の
管理受託

文化会館の管理、文化振興事業
の受託

宿泊・観光施設の運営受託

幕張メッセの管理運営（自主運
営・受託）
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30  ㈱千葉データセンター 継続                    ― 1,501 △ 29,403 20,000 　

31  社)県農業開発公社 統合
(廃止)

 事業の抜本的な見直し（土地改良事業等の廃
止）、規模の縮小に伴い他団体との統合

・水産振興公社との統合　Ｈ１6予定（財務の改善が図れな
いことから進展なし）
・土地改良事業　Ｈ２６移譲予定 △ 324,511 △ 374,685 274,432 169,000 65,206 693,959 553,595 △ 140,364

32  県漁業信用基金協会
経営
改善

 役員減少

・経営計画策定（Ｈ13～22）
・理事定数の削減（13人→9人）（H16.6～）
・繰越欠損金の解消に努める 19,392 △ 168,514 680,700 22,190 20,804 △ 1,386

33
 社)県青果物価格補償協
会

関与
縮小

 国庫事業への移行を推進し県負担の軽減を図る

運営費について会費制導入（H16～）

△ 1,496 8,349 51,679 58,827 7,148

34
 千葉園芸プラスチック
加工㈱

関与
縮小

 県財政負担軽減の可否を環境保全面も踏まえ検討

・県補助率（対農家）の見直し（H16～）11円/kg　⇒
10.5円/kg 11,400 26,111 　

35  社)県緑化推進委員会
関与
縮小

 環境緑化センターを含め全体的に見直し

・みどりの祭典開催事業休止（H15～）
・県民植樹運動推進事業補助金廃止（H15～）

11,621 13,767 26,458 24,362 △ 2,096

36  財)県漁業振興基金
経営
改善

 基金運用方法の見直し、事務処理体制の整備

・基本財産の運用先の分散
　H16までに100億円を債券運用
・理事定数の削減
　15名→10名（H17）

△ 21,136 1,637,446 40,000 　

37  財)県水産振興公社
経営
改善

 役員減少等コスト削減、受益者負担増の検討実施

・常勤役員、県派遣職員の削減
　常勤役員（1名）削減（H15）、県派遣（1名）削減（H16）
・マダイ、ヒラメを漁獲する漁業者等からの受益者負担
（H17～）

30,096 152,507 345,486 290,277 △ 55,209

38  県道路公社
経営
改善

 建設時の事前チェックの強化

・新たな有料道路の建設に当たっては、公社等改革推進会議
において、その事業採算性を検討する。
・料金徴収業務を民間委託

138,712 △ 1,225,662 32,005,091 6,701 31,898,386 4,510,460 4,270,705 △ 239,755

39  財)県建設技術センター 縮小  県委託事業の見直し、県派遣職員の縮小

・経営計画策定（Ｈ16．1）
　（目標）H14⇒H18
　・県委託料
　　398,125千円⇒184,000千円（H17当初　287,240千円）
　・県派遣役職員
　　23名⇒18名（H17　19名）
・公共事業の品質確保の促進に関する法律が施行されたこと
に伴いセンターの役割を検討

10,301 320,629 411,883 382,287 △ 29,596

40  財)県まちづくり公社
民営
化

 １９年度に株式会社化
 (平成２７年完全民営化)

・公社民営化推進計画策定（Ｈ15．10）
・人員削減
　　　平成１４年度２６６名　→　１７年度１８４名（８２
名減）
・県営住宅管理事業は、平成１８年度から住宅供給公社に移
管が決定している。
（平成１８年度から住宅供給公社へ３４名の移籍予定）

118,912 6,613,055 17,119,490 1,085,666 7,043,273 4,511,803 4,209,626 △ 302,177

41  県土地開発公社 縮小
 事業の抜本的な見直し（土地造成事業からの撤
退）

・経営改善計画（H14～23）
・公有地取得事業量　年間　65億円⇒　H16　18億円
・分譲収入　年間15億円以上⇒　H16　5.4億円
・未成土地の造成事業凍結、新規事業の中止
　Ｈ１５～
・人員削減　H14　101名　⇒　H17　53名

1,535 17,065,639 30,969,644 1,930,000 25,561,221 245,968 212,297 △ 33,671

42  財)県下水道公社 縮小  委託事業の見直し

・経営計画策定（H16.1）
・受託事業の一部県直営化　Ｈ１５～
・受託事業の事務費算定方式の見直し
・人員削減　H15　74名　⇒H17　64名

△ 13,750 345,487 4,106,092 10,067,428 7,875,010 △ 2,192,418

43  県住宅供給公社 縮小  事業の抜本的な見直し（分譲事業からの撤退）

・分譲事業から撤退し、新規事業中止
・分譲資産の早期処分（Ｈ26までに全保有土地を処分）
・県営住宅管理事業を管理代行制度によりまちづくり公社か
ら移管（H18.4～）
・H17.1　民事調停法17条決定の確定により再建を図る

100,557 △ 38,714,648 86,058,114 34,782,617 1,370,886 667,146 △ 703,740住宅・宅地の分譲、賃貸

公有地先行取得、土地造成

下水道施設の管理受託

水産物の生産育成・放流等

漁業者の信用保証業務

緑の募金、緑化基金の管理等

漁業振興の調査研究、対策事業
の実施

住宅・公園等の管理受託、商業
施設の賃貸

土地改良事業等の受託

有料道路の建設・管理

コンピュータ処理業務の受託

土木工事設計積算等の受託

価格下落時の補てん金交付

農業用廃プラスチックの処理・
再生
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団　体  名 改革の取組状況
16年度
単年度収支・
正味財産増減

16年度
累積損益・基本
金を除く正味財
産額

16年度
借入金残高

左のうち県か
らの借入残高

債務保証・損
失補償の対象
となる借入残
高

１５年度県財
政支出（委託
料・補助金
等）

１６年度県財
政支出（委託
料・補助金
等）

　16-15年度事 業 内 容 現　改　革　方　針

44  千葉都市モノレール㈱
別途
検討

 延伸計画の是非を検討後、１６年度に検討

H17.11　千葉県知事・千葉市長　確認
・会社再建について
　債務超過と累積赤字の解消のため県・市が出資した資本金
を減資する、貸付金債務を出資金に転換し、再度減資する。
・県の応分の負担について
　市の設備更新費用及び会社再建に資する費用について、県
は市へ応分の負担として総額約６５億円を支払う。
・県・市の役割について
  県は減資・増資等の手続きの終了後は、県はモノレール事
業から撤退する。
・基本協定について
　昭和５５年に締結した「千葉都市モノレール建設事業に関
する基本協定」を解除

△ 665,890 △ 19,922,708 27,471,531 10,524,840 153,500 122,937 △ 30,563

45  京葉都市サービス㈱
民営
化

 完全民営化について関係者と協議

・県保有株式の譲渡は非常に困難な状況

64,890 477,455 1,110,300 　

46
 財)県社会教育施設管理
財団

廃止  ２０年度末に廃止

Ｈ１７年度末に前倒しして廃止

6,406 25,472 3,228,932 2,840,546 △ 388,386

47
 財)教育振興財団
（H17.9　文化財セン
ターから改組）

縮小  発掘調査事業は民間の状況をみながら縮小

・民間調査機関への委託（Ｈ17から実施）
・平成18年度からは社会教育施設管理財団・スポーツ振興財
団で行ってきた事業の一部（教育普及事業、スポーツ振興基
金、国際駅伝）を引き継ぐことになる

51,745 277,497 850,875 432,759 △ 418,116

48  財)県スポーツ振興財団 廃止  １７年度末に廃止

Ｈ１７年度末に廃止

5,629 62,020 1,163,079 1,034,238 △ 128,841

49
 財)県暴力団追放県民会
議

継続  　　　　　　　　― 1,910 28,158 12,784 12,611 △ 173

単位：千円 △ 4,826,230 △ 109,359,947 235,823,555 59,174,912 66,265,838 46,371,685 38,847,466 △ 7,524,219

海浜ＮＴ検見川地区の地域冷暖
房

モノレール（千葉～千城台他計
15.2㎞）

暴力団排除活動（広報・啓発・
相談）

社会教育施設・文化施設の管理
受託

県施設の管理受託、スポーツ大
会の開催

埋蔵文化財の調査研究
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